
第５条関係様式（丙）  

公益財団法人 川越市勤労者福祉サービスセンター会員追加届 

 年  月  日提出 

事業所名 
 

代表者名   
電話番号  

連絡担当者名  

下記のとおり、会員（従業員）の追加登録をしたいのでお届けします。 

 加 入 者 名 住  所 性別 生年月日 入社年月日 就労形態 会員番号 

１ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

２ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

３ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

４ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

５ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

６ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

７ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

８ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

９ 

ﾌﾘｶﾞﾅ 〒  

年  月  日 年  月  日 

 
 

事業所番号      
※本届出をＦＡＸで送信された場合、サービスセンターでは受領後、確認の電話を

入れさせていただきますので、ご協力をお願いいたします。 
入会年月日 年  月  日 

 

送付先ＦＡＸ番号  ０４９－２２５－５４４０ 

こ
の
用
紙
に
記
載
さ
れ
た
内
容
は
、
当
セ
ン
タ
ー
の
業
務
以
外
に
は
使
用
し
ま
せ
ん
。 

 



公益財団法人 川越市勤労者福祉サービスセンター会員に関する規程 
（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人川越市勤労者福祉サービスセンター定款

第４３条の規定に基づき、公益財団法人川越市勤労者福祉サービスセンタ

ー（以下「センター」という。）の会員に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）中小企業等  常時勤務する従業員の数が３００人以下１人以上の事

業所、又は従業員の福利厚生充実を目指す事業所をいう 

（２）会員     第３条の規定に基づく資格を有し、かつ、第５条の規

定に基づく理事長の承認を得た者をいう 

（３）勤労者等  イ 川越市内に居住、又は勤務する勤労者及び事業主 

ロ 川越市内に居住し、過去に勤労者であった者 

 （入会の資格） 

第３条 正会員になることができる者は、次の各号の一に該当する者とす

る。 

（１）市内の事業所に勤務する中小企業勤労者及びその事業主 

（２）市内に居住し、市外の中小企業に勤務する勤労者 

（３）その他理事長が特に必要と認めた者 

２ 前項に定める者のほか、次に掲げる者は、事業主の判断により正会員に

なることができる。 

（１）期間を定めて雇用されている者 

（２）臨時又は季節的に短期雇用されている者 

（３）パートタイマー 

３ セレクト会員になることができる者は、次の各号の一に該当する者とす

る。 

（１）市内の事業所に勤務する勤労者及び事業主 

（２）市内に居住し、市外の事業所に勤務する勤労者 

（３）市内に居住し、過去に勤労者であった者 

（４）その他理事長が特に必要と認めた者 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は、会員になるこ

とができない。 

（１）第１６条の規定に基づき除名された者 

（２）その他理事長が適切でないと認めた者 

 （入会基準） 

第４条 センターの入会基準は、原則として次に掲げるとおりとする。 

（１）前条第１項第１号に該当する者の入会は、事業所を単位とする 

（２）前条第１項第２号、第３項第２号、又は第３号に該当する者の入会は、

個人を単位とする 

（３）前条第３項第１号に該当する者の入会は、事業所又は個人を単位とす    

  る 

 （入会申込と会員証の交付） 

第５条 センターに入会しようとする者は、理事長に所定の加入申込書を提

出し、入会の承認を得た後、速やかに入会金及び会費を納入しなければな

らない。 

２ 理事長は、入会を承認したときは、会員証を交付するものとする。 

 （会員証の再交付） 

第６条 会員は、前条第２項の規定により交付された会員証を紛失し、又は

毀損したときは、所定の手続きにより、理事長に再交付の申請をするもの

とする。 

２ 理事長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに会員証を再

交付するものとする。 

（資格の発生） 

第７条 会員の資格は、第５条第１項の規定による入会手続を完了した日か

ら発生する。 

２ セレクト会員の資格は、最初の３月３１日で消滅する。 

 （変更届） 

第８条 会員となった後、入会時に届け出た事項に変更が生じたときは、速

やかに理事長に変更届を提出しなければならない。 

 （入会金） 

第９条 入会金の額は、会員１人につき５００円とする。ただし、セレクト

会員は、第７条第２項に規定する資格消滅前に、次回の会費を納入した場

合、入会金を要しない。 

２ 既納の入会金は、返還しない。 

３ 入会金は、理事長が特に認めた場合免除することができる。 

 （会費） 

第１０条 正会員の会費は、会員１人につき月額５００円とする。 

２ 正会員の会費の納入は、入会日に属する月から退会日の属する月までと

する。 

３ セレクト会員の会費は、会員１人につき年額２，０００円とする。 

４ セレクト会員の会費は、４月１日から翌年の３月３１日までの会費とす

る。また、加入期間が１年に満たない場合でも、会費の日割り計算はしな

い。 

 （会費の納入方法） 

第１１条 正会員の会費は、３箇月に１回先払いするものとし、預金口座振

替依頼書を理事長に提出し、４月、７月、１０月及び翌年１月のそれぞれ

２０日に会員の指定預金口座から自動振替により納入するものとする。た

だし、これらの日が金融機関の休日に当たるときは、翌営業日とする。 

２ 前項において、事業所加入会員においては、その事業主が一括して会費

を納入するものとし、その納入額は、振替月の１日現在の会員数に１人当

たりの会費を乗じて得た額とする。 

３ 第５条の規定に基づく入会手続時に納入する会費は、前２項の規定に基

づく次回の振替月の前月分までとする。 

４ 前３項の規定に基づく会費の納入が困難な場合は、別に定める方法によ

り納入するものとする。 

５ セレクト会員の会費は、第５条の規定に基づく入会手続時に直接センタ

ーへ納入するか、センター指定の預金口座へ納入するものとする。 

 （入会金及び会費の使途） 

第１２条 第９条の入会金及び第１０条の会費の毎事業年度における合計

額について、予め理事会で定める一定割合を当該年度の公益目的事業に使

用しなければならない。 

 （退会届） 

第１３条 次の各号の一に該当する者は、会員証を添えて、退会届を理事長

に提出しなければならない。 

（１）第３条の規定に基づく入会の資格を失った者 

（２）前号以外の理由により退会する者 

 （資格の喪失） 

第１４条 前条の規定に基づく退会届により、会員の資格を喪失する日は退

会届を提出し、受理された日とする。 

 （会費の返還） 

第１５条 正会員の会費は、第１３条の規定に基づき正会員会費を納入した

後に退会したときは、退会届の受理された日の属する月の翌月以降の正会

員会費を返還する。 

２ 前項の規定による正会員会費の返還は、原則として、次期の振替月の還

付金による調整方法とする。 

３ 既納のセレクト会員の会費は、返還しない。 

 （資格の取り消し） 

第１６条 理事長は、会員が次の各号の一に掲げる事実が認められるとき

は、事業の利用を停止し、第１号を除き理事会の議決により会員の資格を

取消すことができる。第１号については理事長が決定するものとする。 

（１）会費を６箇月以上滞納し、引き続き納入の見込みがないと認められる

とき 

 （２）センターの事業を妨げる行為をしたとき 

（３）偽りその他不正の行為により、センターの事業による利益を受けよう

としたとき、又は受けたとき 

（４）センターの定款及び規則、若しくは事業方法書の規定に違反したとき、

又はセンターの信用を失わせしめるような行為をしたとき 

２ 前項第１号を除く前項各号の規定により会員の資格を取消す場合は、理

事会において議決する前に、当該会員に弁明の機会を与えなければならな

い。ただし、当該会員の所在が不明である等、止むを得ない理由により連

絡することができない場合は、この限りでない。 

３ 前項ただし書きの規定を適用した場合を除き、理事会において資格を取

消すことを決議したときは、当該会員に理由を付した文書で通知しなけれ

ばならない。 

４ 資格の取消しによる会員資格の喪失する日は、第１項第１号を除き理事

会の議決のあった日とする。第１号については会費の納入があった最後の

月の末日とする。 

（会員の優先） 

第１７条 センターの事業において理事長は、会員及びその家族（配偶者、

子及び父母）に対して、利用補助又は参加費の優遇で優先的取扱いをする

ことができる。 

２ 理事長は、会員が会費の納入を怠ったときは、優先的取扱いの一部又は

全部を制限することができる。 

３ 利用補助額及び参加費の優待額は、理事長が別に定める。 

 （規程の変更） 

第１８条 この規程の変更は、理事会の議決を経なければならない。 

 （委任） 

第１９条 この規程に定めるもののほか、事業の運営に関し必要な事項は、

理事長が別に定める。 

  

 附 則 

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ センターの設立登記の前日までに、財団法人川越市勤労者福祉サービス

センターに加入していた会員は、第５条に規定する入会手続きを完了した

ものとみなす。 

３ 前項の会員の加入期間は、財団法人川越市勤労者福祉サービスセンター

に加入していた期間を含めるものとする。 
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